石川県産業成長戦略検討委員会　第１回国際展開部会議事要旨
日　時：平成２５年８月７日（水）１４：００～１６：００
場　所：石川県庁行政庁舎　１１１０会議室
出席者：片山卓也部会長、蚊谷八郎副部会長、石野晴紀委員、打本照治委員、久保敦委員、酒井良明委員、車多一成 委員、砂崎友宏 委員、竹田忠彦 委員、山本晴一委員
＜輸出促進について＞
○中国では関税や増値税、倉庫料などのコストがかかり、中国向けに原価低減したものを開発したとしても、日本から輸出するのとまったく変わらない。
○日本で取得した特許を、他社が海外で特許出願するという事案に直面しており、海外で知財をいかに保護するかが課題。
○海外にアンテナショップがあるとよい。
○県は海外のことを知る人材を育成すべきであり、上海とニューヨークに県事務所があるように、主だったところに県は人を配置すべき。
○海外マーケティングを行うためには、自分で行って自分で見てみることが有効。
○海外販路開拓は時間がかかるため、最終的に重要なのは資金力であり、経営者の判断である。
○国内市場が縮小する中、現状の売り上げを維持するために海外輸出は不可欠。輸出促進を行う上で、その国に精通した水先案内人を探すことが重要。
○現地の情報をいち早く取り入れることが、輸出商品の開発にあたり有益。
○海外輸出をする際に大切なのは、石川というくくりで団体戦を行うことであり、業界が主体となって体制づくりを行う必要がある。
○輸送コストが価格に跳ね返るので、個々の企業ではなく県全体で、共同コンテナや保税倉庫の共同使用等を行えるとよい。
○海外での催事の売り上げは、自治体のブランド力が大きく影響するので、石川県のブランディングを積極的に行っていくべき。
○中国の購買力は強くなってきており、中国市場を開拓するためには今のタイミングを逸してはならない。
○日本にしかないもの、他に代替がきかないもの等、海外で何を売るかを明確にした商品を作らなければならない。
○国ごとに規制は異なり、突然変更になったりするので、情報収集等、法務面での支援を行政に期待したい。
○県内の中小食品メーカーが大手との違いをアピールする上で、「石川県にしかない食文化がある」と言えることが不可欠であり、本県の食文化の高さを保っていくためにも、行政は食文化の教育を行うべき。
＜直接投資促進について＞
○海外では自社の強みを生かした独特なもの、特徴的なものを作ることが重要。
○海外では生産できないものを日本国内で作ることが重要。
○タイでは雇用流動性が高く、現地技術者がなかなか定着しない。
○新興国に進出する上、人件費高騰の問題とともに、最近では、公害設備の導入のため日本と同じくらいの費用がかかることを念頭に入れておく必要がある。
○海外では非常に特徴のあるものを持っていく必要がある。賃金の安さに惹かれて海外進出してもうまくいかない。
○海外で得た利益を国内に還元しようとしても国内の税法上高い税金がかかる。
○海外進出の課題として、初期投資に要する資金の問題と代金回収に時間がかかるという問題がある。
○海外進出を支援するため行政がやるべき仕事は、情報をどんどん取ってくること。
○新興市場が注目されているが、中間層拡大により消費が伸びているということは、現地の賃金も上がり、投資コストも上がることを意味する。どのような目的で拠点を設置し、どのようにそれを維持していくかをよく考えながら海外進出すべき。
○海外進出には工場設立や営業所開設など様々な形態があり、海外市場をターゲットとする動機についても自社商品のブランディングもあれば、代理店を使って大きい市場を狙う場合もある。個々の企業が海外進出に取り組む上で何を必要としているかを踏まえて、行政が支援する部分と企業が努力する部分を整理する必要がある。
○国内取引先の海外進出に合わせて自社も海外進出しないと生き残れない。
○自社製品の市場ニーズがあるか、当該国へ進出すべきか等を見極めるため、トライアル販売できる場所や現地のことを相談できる水先案内人がいるとよい。
○製造拠点の海外移転は考えていないが、海外営業所の新設は今後検討していきたい。
○労働集約的なものを生産するために海外進出すべきではない。日本や世界で唯一と呼べるような他社にない技術やノウハウが介在するものこそ海外で生産すべき。
○海外展開を進める上で人材の確保、とりわけ海外で商談を進める語学の出来る人材が重要。
＜今後１０年間を見据えて本県が重視すべき海外市場＞
○最近、シンガポールやタイからの引き合いが増え、情報収集やメンテナンスの拠点として東南アジアに注目している。
○人件費の高騰により、中国で生産拠点を作るのは今後難しくなる。モノを作る場所というよりも売り込んでいく場所として、中国の需要をいかに取り込むかが重要になる。
＜海外展開による県内経済活性化＞
○海外輸出に向けて準備をする中で、品質管理をしっかりやるようになったり、国内市場でのビジネスや商品開発にフィードバックできたりと、企業としていろいろ得るものがある。
○行政には、長期的な視点で人を育てたり、文化力を磨くような施策を期待する。こうした長期的な教育が、勝つための社員づくり、チームづくりにつながる。
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